
資料１ 

令和６年度介護報酬改定について 

 

１ 主な改正について 

⑴ 「書面掲示」規制の見直し 

⑵ 管理者の責務及び兼務範囲の明確化 

⑶ 身体的拘束等の適正化の推進 

⑷ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

る方策を検討するための委員会の設置 

⑸ 協力医療機関との連携体制の構築 

⑹ 新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携 

⑺ 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入 

⑻ 高齢者虐待防止の推進 

 

 

 

※ 本資料は厚労省の資料から抜粋し改定事項の概要をお示しするものであ

り、詳細については、関連の省令・告示等をご確認ください。 

※ 各改定事項概要欄の上部に、対象サービスを記載（介護予防も同様の場合

には★を付記）しています。 













 

２ 加算に関する届出書等の提出について 

⑴ 提出期日 

 ア 令和６年６月適用分 

令和６年５月１５日（水）まで ※郵送の場合は消印有効 

イ 令和６年７月以降 

加算を算定しようとする月の前月１５日まで 

（１５日が閉庁日の場合はその直前の開庁日まで） 

⑵ 提出書類 

  体制等に関する届出書 

  体制等状況一覧表 

⑶ 提出方法 

  窓口持参または郵送 

 

３ 介護職員処遇改善加算等の届出について 

 ⑴ 提出期限 

ア 処遇改善計画書 

    算定月の前々月末日 

  イ 令和５年度実績報告書 

    令和６年７月３１日（水）まで ※郵送の場合は消印有効 

  ウ 令和６年度実績報告書 

    令和７年７月３１日（木）まで ※郵送の場合は消印有効 

 ⑵ 提出書類 

   厚生労働省ホームページに掲載の様式（年度で様式が違います） 

  ※ 愛知県に提出する様式と同一 

⑶ 提出方法 

   窓口持参または郵送 

 


